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1.  21年3月期の連結業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 92,685 △37.1 1,894 △89.0 △1,019 ― △5,233 ―
20年3月期 147,390 15.3 17,283 △11.2 17,251 △4.0 9,949 △1.4

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当た

り当期純利益
自己資本当期純利

益率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年3月期 △38.54 ― △9.9 △0.9 2.0
20年3月期 73.26 ― 18.9 13.8 11.7

（参考） 持分法投資損益 21年3月期  △2,836百万円 20年3月期  577百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 107,824 48,599 45.1 357.87
20年3月期 124,650 57,257 45.9 421.61

（参考） 自己資本   21年3月期  48,599百万円 20年3月期  57,257百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

21年3月期 18,230 △4,628 △5,678 22,258
20年3月期 10,160 △8,370 △680 14,332

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年3月期 ― 0.00 ― 10.00 10.00 1,358 13.6 2.6
21年3月期 ― 0.00 ― 5.00 5.00 679 ― 1.3
22年3月期 

（予想）
― 0.00 ― 5.00 5.00 67.9

3.  22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

30,000 △49.2 600 △88.9 400 △90.7 100 △96.2 0.74

通期 64,000 △30.9 2,300 21.4 1,800 ― 1,000 ― 7.36

－ 1 －



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は、18～24ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」及び「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」を
ご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、39ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期 135,855,217株 20年3月期 135,855,217株
② 期末自己株式数 21年3月期  53,066株 20年3月期  50,794株

（参考）個別業績の概要 

1.  21年3月期の個別業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 83,751 △39.4 344 △97.8 2,054 △86.8 △5,456 ―
20年3月期 138,256 16.7 15,737 △13.2 15,521 △6.6 8,824 △5.1

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

21年3月期 △40.18 ―
20年3月期 64.98 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 104,759 47,669 45.5 351.02
20年3月期 119,572 54,907 45.9 404.31

（参考） 自己資本 21年3月期  47,669百万円 20年3月期  54,907百万円

2.  22年3月期の個別業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあったての注意事項等について
は、3～6ページ「１.経営成績に関する分析」をご覧ください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

28,000 △49.0 200 △95.7 400 △92.1 250 △71.0 1.84

通期 58,000 △30.7 1,300 277.7 1,300 △36.7 700 ― 5.15

－ 2 －



１．経営成績

１．経営成績に関する分析

(1)当期の概況

当連結会計年度におけるわが国経済は、世界の金融資本市場の危機を契機にした世界的な

景気後退が見られる中で、前半の下降局面から後半には輸出と設備投資の減少を基点とした企

業業績の悪化が急激に進行し、まれに見る厳しい状況となりました。

当社グループを取り巻く事業環境も、ＬＭＥ（ロンドン金属取引所）相場の下落や円高の影響に

加え、国内外の景気後退が当社の主要取引先である自動車・鉄鋼メーカーを直撃した結果、期

後半に入って亜鉛・鉛製品販売量の激減を招来するなど、時を経るに従い極めて厳しいものとな

りました。

当社グループはこうした厳しい情勢の中で、業績の維持・向上を目指してコア事業である金属

製錬の操業効率性と生産性の向上に注力するとともに、製品の販売価格改善や不採算製品の

整理、物流や資材調達の合理化等の収益改善策と徹底したコスト削減に、全社を挙げて取り組

みました。

しかしながら、当期の業績は、前述のようにＬＭＥ相場の下落、円高の進行、亜鉛・鉛製品の急

激な需要減退などの事業環境の悪化に加え、当社の原料鉱石の主力供給元で持分法適用関連

会社であるCBH Resources Ltd.（豪州の鉱山会社）の経営悪化に伴う持分法投資損失や投資有

価証券等の評価損を計上した結果、下表のとおり大幅な減収、減益を余儀なくされました。

(単位：百万円)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

平成21年3月期 92,685 1,894 △ 1,019 △ 5,233 

平成20年3月期 147,390 17,283 17,251 9,949 

増減 △ 54,704 △ 15,388 △ 18,271 △ 15,182 

(増減率 %) (△ 37.1) (△ 89.0)              －              －

(2)当期のセグメント別の概況

①製錬事業部門

当事業部門は、ＬＭＥ相場の下落及び円高により収益が大幅に悪化したうえに、主要取引先で

ある自動車・鉄鋼メーカーなどが昨年末から在庫調整のため大幅な減産に踏み切った影響で販売

量が減少し、亜鉛・鉛地金とも１月以降減産を余儀なくされました。

また、当社グループが原料鉱石の長期安定確保を目的として資本参加しているCBH Resources

Ltd.は、世界の他の鉱山会社と同様にＬＭＥ相場の低迷が収益を大きく圧迫し、これに対応するた

めに大幅な減産及び合理化を行うなどの諸施策を進めております。

主な製品の概況は、次のとおりです。

《亜鉛》

期初（４月平均）2,264ﾄﾞﾙ/ﾄﾝでスタートしたＬＭＥ相場は、需給の弱含み見通しから下落傾向に

ありましたが、世界的な金融危機を契機に急落し1,000ﾄﾞﾙまでに下落しました。このため、期中平

均は1,560ﾄﾞﾙ（前期2,986ﾄﾞﾙ）と低水準で推移しました。

国内価格はＬＭＥ相場の下落と円高の影響もあり、期中平均は203千円（前期388千円）となりま

した。

また、国内需要は、自動車生産台数の大幅な減少により主用途である亜鉛メッキ鋼板向けをは

じめ、伸銅品、ダイカスト向けが急激に落ち込みました。

この結果、売上高は前期比55%の大幅な減収となりました。
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《鉛》

ＬＭＥ相場は、期初2,823ﾄﾞﾙ/ﾄﾝでスタートしましたが、世界的な金融危機に加え自動車需要の

減少から一時1,000ﾄﾞﾙ割れとなり、期中平均では1,655ﾄﾞﾙ（前期2,858ﾄﾞﾙ）と低迷しました。

国内価格も期中平均は216千円（前期306千円）となりました。

また、国内需要は、主用途であるバッテリー向けが自動車の減産と補修用需要の不振で大幅

に減少し、無機薬品・鉛管板向けも減少しました。

この結果、売上高は前期比48%の大幅な減収となりました。

《銀》

国内需要は、デジタルカメラの普及と景気の後退で主用途である写真感光材向けが大きく落ち

込むなど、総じて低調でありました。

この結果、売上高は前期比20%の減収となりました。

以上のほか、硫酸などのその他の製品を合わせた当事業部門の売上高は、671億31百万円と

前期比465億97百万円(41%減)の減収、また、営業利益もＬＭＥ相場の下落、円高、需要の減退及

びたな卸資産の在庫評価損などにより△7億31百万円と前期比131億89百万円の大幅な減益と

なりました。

②電子部材事業部門

当事業部門は、消費低迷によりパソコン、携帯電話、ＡＶ機器、自動車などほぼ全ての分野で

需要が減退し、厳しい事業環境となりました。

今後、事業部門を再編し事業の選択と集中を一層加速させ、揺るぎない収益基盤の確立を図っ

てまいります。

《電子部品》

電機業界などの在庫調整により主力製品である電気機器用雑音防止コイル（商品名：タクロン）

をはじめ各種製品の需要が落ち込みました。

このため、売上高は前期比36%の減収となりました。

《電解鉄》

世界のトップシェアを誇る電解鉄（商品名：マイロン・アトミロン）は、上半期に好調であった車載

用、試験研究用などの需要も下半期に入り激減しましたが、通期の売上高は前期比7%の増収と

なりました。

《プレーティング》

ＩＴ・デジタル機器などの接点に使用されるプレーティング製品（金、銀、錫、ニッケル等のメッキ

材）は、携帯電話、デジタルカメラ、車載向けなどの需要が低迷したため、売上高は前期比29%の

減収となりました。

《機器部品》

上半期は粉末冶金製品、タイヤ用バランスウエイトが堅調に推移したものの、下半期はこれら

を含め全ての製品の販売が大きく落ち込み、通期の売上高は前期比30%の減収となりました。

以上の結果、当事業部門の売上高は77億95百万円と前期比31億6百万円(28%減)の減収、また、

営業利益も需要の減退、価格競争の激化及び原材料価格の高騰などにより4億73百万円と前期

比6億53百万円(58%減)の大幅な減益となりました。
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③環境・リサイクル事業部門

当事業部門は、省資源、環境保全という社会的要請に応えるとともに、当社グループの戦略部門の

中核として業容の拡大など積極的な事業展開を図っております。

《酸化亜鉛》

電炉ダストからのリサイクル製品として製造される酸化亜鉛（商品名：銀嶺Ｒ）は当事業部門の主力

製品でありますが、亜鉛相場に連動した販売価格の大幅な下落と主な納入先であるタイヤメーカーの

需要減退により、売上高は前期比42%の減収となりました。

《その他のリサイクル事業》

安中製錬所（群馬県）での使用済み乾電池の処理、契島製錬所(広島県)での使用済み鉛バッテリ

ー処理、小名浜製錬所(福島県)での使用済みニカド電池及び廃酸の処理等のリサイクル事業はこれ

まで堅調に推移してきましたが、金属相場の下落などから売上高は前期比31%の減収となりました。

以上の結果、当事業部門の売上高は69億52百万円と前期比53億34百万円(43%減)の減収、また

営業利益も6億13百万円と前期比16億98百万円(73%減)の大幅な減益となりました。

④その他事業部門

当事業部門は、防音建材事業、土木・建築・プラントエンジニアリング事業及び運輸事業等で構成

されています。

《防音建材(商品名：ソフトカーム)事業》

防音建材事業は、床用の制振遮音材が大手ハウスメーカー向けに売上を伸ばしたものの、主力の

遮音や放射線遮蔽用に使用される鉛建材及び鉛加工品が販売価格の下落に加え需要の減少もあり、

売上高は前期比21%の減収となりました。

《土木・建築・プラントエンジニアリング事業》

土木事業の売上高は前期並みにとどまりましたが、建築・プラントエンジニアリング事業が前年度

からの継続工事である大型プラントの完工もあり大きく売上を伸ばしたため、当事業全体の売上高は

前期比46%の増収となりました。

《運輸事業その他》

運輸事業は、自家車両の稼働率アップとあわせ傭車へのシフトなど極力コスト低減に注力しました

が、景気低迷の影響による運送貨物及び産業廃棄物等の扱い量の減少などにより減収となりました。

また、商社部門においても非鉄金属製品などの販売価格の下落、販売量の減少により減収となり

ました。

以上のほか、環境分析事業を合わせた当事業部門の売上高は、建築・プラントエンジニアリング

事業の寄与もあり108億6百万円と前期比3億34百万円(3%増)の増収となりましたが、営業利益は産

業廃棄物等の扱い量の減少などにより16億61百万円と前期比1億54百万円(8%減)の減益となりまし

た。
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セグメント別の売上高、営業利益は次のとおりであります。
(単位：百万円)

製錬事業
電子部材

事業
環境･ﾘｻｲ
ｸﾙ事業

その他
事業

計
消去又は

全社
連結

 売上高

平成21年3月期 67,131 7,795 6,952 10,806 92,685 － 92,685 

平成20年3月期 113,729 10,901 12,286 10,472 147,390 － 147,390 

増減 △ 46,597 △ 3,106 △ 5,334 334 △ 54,704 － △ 54,704 

(増減率 %) (△ 41.0) (△ 28.5) (△ 43.4) ( 3.2) (△ 37.1) － (△ 37.1) 

 営業利益

平成21年3月期 △ 731 473 613 1,661 2,016 (   122) 1,894 

平成20年3月期 12,457 1,126 2,311 1,815 17,712 (   428) 17,283 

増減 △ 13,189 △ 653 △ 1,698 △ 154 △ 15,695 (△ 306) △ 15,388 

(増減率 %) － (△ 58.0) (△ 73.5) (△ 8.5) (△ 88.6) － (△ 89.0) 

(3)次期の見通し

当社グループを取り巻く事業環境は、非鉄金属価格・為替相場の動向及び需要の回復等、

先行き依然として不透明であり、極めて厳しい状況が続くものと予想されます。

このような環境下ではありますが、中期経営計画で掲げた目標を強力に推進し、さらなる

企業価値向上に努める所存であります。

なお、平成22年3月期の連結業績は、次のとおり予想しております。

〔平成22年3月期、連結業績予想〕

(単位：百万円)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

30,000 600 400 100 

64,000 2,300 1,800 1,000 

(金属価格・為替の予想)

亜鉛 $/t 1,250 

鉛 $/t 1,250 

銀 $/oz 12.5 

為替 \/$ 98.0 

第2四半期連結累計期間

通　期
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２．財政状態に関する分析

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末

に比べ79億25百万円増加し、当連結会計年度末は222億58百万円となりました。

その内容は、次のとおりであります。

(1)営業活動によるキャッシュ･フロー

営業活動の結果、得られた資金は182億30百万円となり、前連結会計年度に比べ80億70百万円増加し

ました。

その主なものは、減価償却費の31億4百万円、投資有価証券評価損の45億30百万円、売上債権の減少

による89億87百万円、たな卸資産の減少による48億65百万円の資金の増加によるものです。

一方、税金等調整前当期純損失の65億91百万円、法人税等の支払による39億86百万円の資金の減少

がありました。

(2)投資活動によるキャッシュ･フロー

投資活動による資金の支出は46億28百万円となり、前連結会計年度に比べ37億42百万円減少しました。

その主なものは、亜鉛・鉛製造設備など有形固定資産の取得による44億39百万円の資金の支出であり

ます。

(3)財務活動によるキャッシュ･フロー

財務活動による資金の支出は56億78百万円となり、前連結会計年度に比べ49億97百万円増加しました。

その主なものは、親会社の配当支出13億58百万円、長期借入金48億96百万円の返済、コマーシャル・

ペーパーの発行額減少による10億円の資金の支出であります。

一方、長期資金借入による7億円、短期借入金の増加による8億77百万円の資金の収入がありました。

（参考）キャッシュ・フロー関連指数の推移

平成17年3月期 平成18年3月期 平成19年3月期 平成20年3月期 平成21年3月期

 自己資本比率 (%) 34.6  32.5  38.1  45.9  45.1  

 時価ベースの
 自己資本比率 (%)
 キャッシュ・フロー
 対有利子負債比率
 インタレスト・
 カバレッジ・レシオ

(注) 1. 自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

2. いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

3. 株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

4. キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用

しております。

5. 有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債

を対象としております。

また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

48.9  153.4  115.1  

33.1  

31.4  58.3  

15.5  

2.0  

15.1  －  

4.0  

12.7  

5.4  －  6.7  
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３．利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、利益配分につきましては、安定的な配当を継続的に行うことを基本としつつ、長期的かつ安定的

な事業展開に必要な内部留保の充実にも努めていくこととしております。

当期の配当につきましては、上記の方針に基づき、業績及び当社グループを取り巻く経営環境等を総合

的に勘案して、期末配当を１株当たり５円とさせていただく予定であります。

また、次期の配当につきましては、１株当たり５円の配当を実施すべく努力してまいる所存であります。

４．事業等のリスク

当社グループの経営成績、財政状態に重要な影響を及ぼす可能性のある事項は、以下のようなものが

あります。なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末において当社グループが判断した

ものです。

(1)金属価格

製錬事業の亜鉛及び鉛の原料鉱石価格と製品価格は、ＬＭＥ(ﾛﾝﾄﾞﾝ金属取引所)の価格を基準として

おります。

また、鉱石の買鉱条件である製錬費(ＴＣ)は、ＬＭＥ価格変動の影響を受けます。

従って、ＬＭＥ価格が予想以上に急激かつ大幅に変動した場合など、当社グループの経営成績及び

財政状態に影響を及ぼす可能性があります。このため、社内予算価格を基準に適宜金属先物予約取引

を実施し、ＬＭＥ価格変動のリスクを最小限に止める努力を実施しております。

(2)為替相場

亜鉛及び鉛の製錬事業の主原料である鉱石は、海外から輸入しております。鉱石の買鉱条件である

製錬費(ＴＣ)は米ドル建てであります。

これらを総合すると、米ドルに対する円高は当社グループの業績に悪影響を及ぼし、円安は好影響を

もたらします。

このため、社内予算レートを基準に適宜為替先物予約を実施し、為替変動のリスクを最小限に止める

努力を実施しておりますが、為替相場が予想以上に急激かつ大幅に変動した場合など、当社グループの

経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(3)金利変動

当社グループの当連結会計年度末における有利子負債残高は367億円であります。金利変動リスクを

可能な限り回避するため諸手段を講じておりますが、金融情勢が大きく変化した場合、当社グループの経

営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(4)原材料の確保
当社グループの主力事業である製錬事業の主要原材料である亜鉛鉱石の確保は、経営上の重要課

題です。亜鉛鉱石は、当社の持分法適用関連会社ＣＢＨ Ｒｅｓｏｕｒｃｅｓ Ｌｔｄ.のエンデバー鉱山及びペルー
のアンタミーナ鉱山からその多くを調達しております。

従って、当該鉱山において事故等不測の事態が発生した場合には、当社グループの財政状態及び経
営成績に影響を与える可能性があります。

(5)環境規制等

国内外の事業所においては、環境関連法令に基づき、大気、排水、土壌、地下水等の汚染防止に努め、

また、国内の管理鉱山については、鉱山保安法に基づき、坑廃水による水質汚濁の防止や堆積場の安全

管理等、鉱害防止に努めておりますが、関連法令の改正等によっては、当社グループに新たな費用が発

生する可能性があります。

(6)自然災害等

地震等の自然災害によって不測の事態が発生し製造拠点が影響を受けた場合、当社グループの経営

成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
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２．企業集団の状況

　 当社グループは、当社と子会社15社及び関連会社6社で構成され、非鉄金属及び電子部材の製造販売と

環境・リサイクル事業を主な内容とし、子会社を通じ、物流その他サービス事業を展開しております。

製錬事業・・・・・・・・・・・・・・・・  連結財務諸表提出会社(以下当社という)は、亜鉛、鉛、銀等の非鉄金属製品の製造販売を

 行っております。

 また、非鉄金属製品の一部については、連結子会社の東邦トレード㈱を経由して販売して

 おります。

電子部材事業・・・・・・・・・・・・  ノイズフィルターを中心とする電子部品は主として中国の関連会社に加工を委託し、当社で

 販売しております。

 電解鉄、プレーティング製品など電子材料は当社で製造販売を行っております。

 粉末冶金等機器部品については、一部中国の関連会社を含めて当社で製造販売を行って

 おります。

環境・リサイクル事業・・・・・・  電炉ダストからのリサイクル製品である酸化亜鉛を中心に当社で製造販売を行っております。　

その他事業　

 ①防音建材事業・・・・・・・・・  防音建材(商品名：ソフトカーム)等は、当社で製造販売を行っております。　

 ②土木・建築・プラント
 ②エンジニアリング事業・・・  連結子会社の㈱ティーディーイーが設計施工、製造及び販売を行っております。

 ③その他事業・・・・・・・・・・・・ 物流、環境分析などのサービス部門は、主として連結子会社の安中運輸㈱、契島運輸㈱、

 東邦キャリア㈱及び㈱中国環境分析センターが行っております。

事業の系統図は次のとおりであります。

　製品 設備等の 　　　　環境分析   製品　 
設計施工

 連結子会社  連結子会社

製品      　　製品 　安中運輸㈱

　契島運輸㈱ 設備の新規

　東邦キャリア㈱ 維持･保守等の施工 　　検査測定   

　物流

 連結子会社

　東邦トレード㈱

原料　

 関連会社  非連結子会社  非連結子会社

注１  ※ CBH Resources Ltd. 注２ 　藤岡興産㈱ 　東邦亜鉛香港有限公司

　㈲エキスパート東邦 　東邦亜鉛（上海)貿易有限公司

　契島興産㈲ 　諸城華日粉末冶金有限公司

 関連会社

 非連結子会社 　大連天馬電器有限公司

　大和鉱山㈱ 　㈱エバテック

　対州鉱発㈱ 　㈱プリーマタイヤサプライズ

　  関連会社  非連結子会社

　群馬環境ﾘｻｲｸﾙｾﾝﾀｰ㈱ 　医療廃棄物の処理 　天津東邦鉛資源再生有限公司

（注）１．※を付している会社は持分法適用会社であります。

（注）２．藤岡興産㈱は、平成21年１月20日開催の同社臨時株主総会において解散を決議し、平成21年５月に清算結了の予定であります。

人材

当　　　　　　　　　　社

製錬事業 その他事業環境・ﾘｻｲｸﾙ事業電子部材事業

製品･部品

得　　　　　意　　　　　先　　( ユーザー )

連結子会社

製品

運　　　輸

　㈱ティーディーイー 　㈱中国環境分析ｾﾝﾀｰ
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３．経営方針

１. 経営の基本方針

当社グループは、平成21年度を初年度とする中期経営計画 「東邦新生プランⅣ」 を策定し、スタ

ートいたしました。

当計画の基本方針は、 「原点回帰と次世代への基盤作り」 であります。

現在、当社グループの総力を挙げ、中期経営計画の完遂に向けて積極的に推進中であります。

２. 中期的な経営戦略と対処すべき課題

今後の見通しにつきましては、政府も追加経済対策等の実施により早期の景気浮上を図っており

ますが、わが国経済は依然として景気後退局面が続いております。

こうした厳しい情勢の中、ＬＭＥ・為替相場の動向及び低迷する金属製品の需要ならびにこれまで

の資源メジャーによる鉱山事業の寡占化に加え、新たに中国による資源の権益確保に向けた動きな

ど不確定要因が目白押しであり、当社グループを取り巻く事業環境も予断を許さない状況が続くもの

と考えられます。

当社グループといたしましては、かかる状況下にこそ、経営の原点に立ち返り足もとから事業展開

を見直すことにより未曾有の不況を乗り越え継続的な発展と企業価値の増大を図ることが使命と認

識しております。

そのような観点から 「原点回帰と次世代への基盤作り」 を旗印に平成21年度を初年度とする新た

な中期経営計画 「東邦新生プランⅣ」 を策定し、グループを挙げてその実現に向けて全力を傾注し

てまいります。

事業部門別の方針については、以下のとおりであります。

① コア事業である製錬事業については、引き続き原料鉱石の長期安定的な確保に注力し、設備

の増強や工程改善による生産性と操業効率の向上を図ることにより国際競争力を強化するこ

とであります。

② 電子部材事業については、選択と集中の観点から常に事業構造を見直しつつ、顧客ニーズに

適合した既存製品の高付加価値化と新製品の開発を積極的に推進し業績の向上を目指すと

いうことであります。

③ 環境・リサイクル事業については、蓄積された製錬事業の技術・ノウハウを活用してさらなる事

業の拡大を図っていくことであります。

④ その他の事業や各関連会社の事業活動については、特徴ある製品・サービスの提供により優

位性を有する分野やニッチ分野へ積極的かつ集中的な事業展開を図っていくことであります。

これらの取り組みに加え、持続的な発展･成長を可能とするための基本的な経営資源である人材

の確保と育成が重要課題であると認識しており、強力に取り組んでまいる所存であります。

また、経営の合理化･効率化の観点から、組織の統廃合、適正人員見直しによる配置転換などの

諸施策を積極的に進め人件費の圧縮に努めるとともに、原材料代や物流費用等のあらゆる経費に

ついても聖域なきコスト削減に取り組んでまいります。

当社グループは、こうした事業活動を遂行するうえで良き企業市民として企業倫理遵守の重要性

を認識し、経営の健全性を確保すべく内部統制システムの整備に努めるとともにコーポレートガバナ

ンスの充実及びコンプライアンスの強化を図り、全てのステークホルダーから信頼・評価される企業

経営を進めてまいります。
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数 ６社 

連結子会社の名称   ㈱ティーディーイー 

東邦トレード㈱ 

安中運輸㈱ 

契島運輸㈱ 

東邦キャリア㈱ 

㈱中国環境分析センター 

１．連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数 ６社 

連結子会社の名称 

同左 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社  藤岡興産㈱ 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社  東邦亜鉛香港有限公司 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも総資産、売上高、当期純

損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等において重要性が乏しく、連結財務諸表に与

える影響が少ないという理由によります。 

（連結の範囲から除いた理由） 

同左 

２．持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法適用の関連会社数 １社 

持分法適用会社の名称 CBH Resources Ltd. 

２．持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法適用の関連会社数 １社 

持分法適用会社の名称 CBH Resources Ltd. 

(2) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社

のうち、主要な会社等の名称 藤岡興産㈱ 

 非連結子会社（９社）及び関連会社（４社）は、そ

れぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、か

つ全体としても重要性がないためこれらの会社につい

ての投資については、持分法を適用せず、原価法によ

っております。 

(2) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社

のうち、主要な会社等の名称 東邦亜鉛香港有限公司

 非連結子会社（９社）及び関連会社（５社）は、そ

れぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、か

つ全体としても重要性がないためこれらの会社につい

ての投資については、持分法を適用せず、原価法によ

っております。 

(3) 持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異な

る会社については、各社の直近の財務諸表を使用して

おります。 

(3) 持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異な

る会社については、直近の財務諸表を使用しておりま

す。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しておりま

す。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

同左 
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前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

④役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰

労金規定に基づく期末要支給額を計上しております。

 なお、当社につきましては、平成19年５月22日開催

の取締役会決議により役員退職慰労金制度を廃止しま

したので、当連結会計年度末残高は、取締役及び監査

役が平成19年６月以前に就任していた期間に応じた額

であります。 

④役員退職慰労引当金 

同左 

⑤金属鉱業等鉱害防止引当金 

 金属鉱業等鉱害対策特別措置法に規定する特定施設

の使用終了後における鉱害防止費用の支出に備えるた

め、同法７条１項の規定により石油天然ガス・金属鉱

物資源機構に積立てることを要する金額相当額を計上

しております。 

⑤金属鉱業等鉱害防止引当金 

同左 

⑥環境対策引当金 

 「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に

関する特別措置法」により、今後発生が見込まれるＰ

ＣＢ廃棄物の処理費用に充てるため、その所要見込額

を計上しております。 

⑥環境対策引当金 

同左 

⑦工事損失引当金 

 受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会

計年度末における未引渡工事の損失見込額を計上して

おります。 

⑦工事損失引当金 

同左 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

(4)        ───── 

東邦亜鉛㈱　（5707）　平成21年３月期決算短信

－ 22 －



前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。また、金利スワ

ップについて特例処理の条件を充たしている場合には

特例処理を採用しております。 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ａ ヘッジ手段…商品先物取引 

ヘッジ対象…国際相場の影響を受ける製品等 

ｂ ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金 

ｃ ヘッジ手段…為替予約取引 

ヘッジ対象…為替相場の影響を受ける原料等 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左  

③ヘッジ方針 

 原料・製品等の価格及び為替変動リスクを回避する

ため並びに金利リスクの低減のためヘッジを行ってお

ります。 

③ヘッジ方針 

同左 

④ヘッジの有効性評価の方法 

 商品先物取引及び為替予約取引については、ヘッジ

開始時から有効性判定時までの期間において、ヘッジ

対象及びヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、有効

性を判定しております。ただし、特例処理によってい

る金利スワップについては有効性の評価を省略してお

ります。 

 なお、当連結会計年度に為替予約の有効性判定を行

いヘッジ会計を適用したことにより、為替予約に係る

時価評価差額302百万円から繰延税金負債122百万円を

控除した繰延ヘッジ利益179百万円を純資産の部に計

上しております。 

④ヘッジの有効性評価の方法 

 商品先物取引及び為替予約取引については、ヘッジ

開始時から有効性判定時までの期間において、ヘッジ

対象及びヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、有効

性を判定しております。ただし、特例処理によってい

る金利スワップについては有効性の評価を省略してお

ります。 

  

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっ

ております。 

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時

価評価法を採用しております。 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

同左 

６．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満

期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短

期的な投資からなっております。 

６．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 

東邦亜鉛㈱　（5707）　平成21年３月期決算短信

－ 23 －



【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

───── （リース取引に関する会計基準） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当連結会計年度より「リース取引に関す

る会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日

本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30

日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用し

ております。  

 これによる損益に与える影響はありません。  
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【表示方法の変更】

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

───── 

  

（連結貸借対照表） 

１．「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規

則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日

内閣府令第50号）が適用となることに伴い、前連結会

計年度において、「たな卸資産」として掲記されてい

たものは、当連結会計年度から「商品及び製品」「仕

掛品」「原材料及び貯蔵品」に区分掲記しておりま

す。 

  なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる

「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」

は、それぞれ6,911百万円、6,028百万円、13,576百万

円であります。 

  ２．前連結会計年度まで投資その他の資産の「その他」

に含めて表示しておりました「関係会社株式」は、当

連結会計年度において、別に表示することが適当であ

ると認められたため、区分掲記しました。 

  なお、前連結会計年度末の「関係会社株式」は

5,279百万円であります。 

  ３．前連結会計年度まで区分掲記しておりました「前払

費用」（当連結会計年度は83百万円）は、資産の総額

の100分の５以下となったため、流動資産の「その

他」に含めて表示することにしました。 

  ４．前連結会計年度まで区分掲記しておりました「長期

前払費用」（当連結会計年度は167百万円）は、資産

の総額の100分の５以下となったため、投資その他の

資産の「その他」に含めて表示することにしました。

  ５．前連結会計年度まで区分掲記しておりました「設備

関係支払手形」（当連結会計年度は283百万円）は、

負債及び純資産の合計額の100分の５以下となったた

め、流動負債の「その他」に含めて表示することにし

ました。 

（連結損益計算書） 

１．前連結会計年度まで営業外収益の「受取利息」に含

めて表示しておりました「有価証券利息」は、金額的

重要性が増したため区分掲記しました。 

  なお、前連結会計年度における「有価証券利息」の

金額は63百万円であります。 

（連結損益計算書） 

１．前連結会計年度まで区分掲記しておりました「環境

対策費用」（当連結会計年度は26百万円）は、営業外

費用の100分の10以下となったため、営業外費用の

「その他」に含めて表示することにしました。 

２．前連結会計年度まで区分掲記しておりました「保険

金」（当連結会計年度は48百万円）は、営業外収益の

総額の100分の10以下となったため、営業外収益の

「その他」に含めて表示することにしました。 

２．前連結会計年度まで区分掲記しておりました「退職

加算金」（当連結会計年度は25百万円）は、営業外費

用の総額の100分の10以下となったため、営業外費用

の「その他」に含めて表示することにしました。 

３．前連結会計年度まで区分掲記しておりました「国庫

補助金受贈益」（当連結会計年度は16百万円）は、営

業外収益の総額の100分の10以下となったため、営業

外収益の「その他」に含めて表示することにしまし

た。 
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりであります。 

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりであります。 

投資その他の資産「その他」 

（子会社株式） 
31百万円

投資その他の資産「その他」 

（関連会社株式） 
5,247 〃 

投資その他の資産「その他」 

（子会社出資金） 
380 〃 

投資その他の資産「その他」 

（関連会社出資金） 
11 〃 

投資その他の資産「投資有価証

券」（関連会社社債） 
5,822 〃 

投資その他の資産「関係会社株

式」（子会社株式） 
  31百万円

投資その他の資産「関係会社株

式」（関連会社株式） 
    1,625 〃 

投資その他の資産「その他」 

（子会社出資金） 
380 〃 

投資その他の資産「その他」 

（関連会社出資金） 
11 〃 

投資その他の資産「投資有価証

券」（関連会社社債） 
704 〃 

※２．土地再評価法の適用 

 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日

に公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律

の一部を改正する法律」（平成11年３月31日改正）に

基づき事業用の土地の再評価を行い、当該評価差額に

係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」とし

て負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再

評価差額金」として純資産の部に計上しております。

 「土地の再評価に関する法律」及び「土地の再評価

に関する法律の一部を改正する法律」第３条第３項に

定める再評価の方法については、土地の再評価に関す

る法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）

第４条第３号に定める地方税法（昭和25年法律第226

号）第341条第10号の土地課税台帳又は同条第11号の

土地補充課税台帳に登録されている価格に合理的な調

整を行って算定する方法により算出しております。 

※２．土地再評価法の適用 

 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日

に公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律

の一部を改正する法律」（平成11年３月31日改正）に

基づき事業用の土地の再評価を行い、当該評価差額に

係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」とし

て負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再

評価差額金」として純資産の部に計上しております。

 「土地の再評価に関する法律」及び「土地の再評価

に関する法律の一部を改正する法律」第３条第３項に

定める再評価の方法については、土地の再評価に関す

る法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）

第４条第３号に定める地方税法（昭和25年法律第226

号）第341条第10号の土地課税台帳又は同条第11号の

土地補充課税台帳に登録されている価格に合理的な調

整を行って算定する方法により算出しております。 

再評価を行った年月日 平成12年３月31日

再評価を行った土地の期末に

おける時価と再評価後の帳簿

価額を下回った場合の差額 

5,069百万円

再評価を行った年月日 平成12年３月31日

再評価を行った土地の期末に

おける時価と再評価後の帳簿

価額を下回った場合の差額 

     5,339百万円
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前連結会計年度 
（平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

※３．担保資産 

①工場財団担保 

担保に供している資産 

※３．担保資産 

①工場財団担保 

担保に供している資産 

建物及び構築物 5,036百万円

機械装置及び運搬具 10,202 〃 

土地 13,794 〃 

計 29,033 〃 

建物及び構築物    百万円5,206

機械装置及び運搬具  10,113 〃 

土地  13,794 〃 

計  29,114 〃 

被担保債務 被担保債務 

１年以内に返済予定の 

長期借入金 
2,108百万円

長期借入金 5,432 〃 

計 7,540 〃 

１年以内に返済予定の 

長期借入金 
  1,482百万円

長期借入金   3,950 〃 

計   5,432 〃 

②その他の担保 

担保に供している資産 

②その他の担保 

担保に供している資産 

投資有価証券 487百万円 投資有価証券    195百万円

被担保債務 被担保債務 

短期借入金 30百万円

１年以内に返済予定の 

長期借入金 
14 〃 

長期借入金 77 〃 

計 122 〃 

１年以内に返済予定の 

長期借入金 
 11百万円

長期借入金 65 〃 

計 77 〃 

４．偶発債務 

①債務保証 

 他社の金融機関等からの借入れに対して、次のとお

り保証を行っております。 

４．偶発債務 

①債務保証 

 他社の金融機関等からの借入れに対して、次のとお

り保証を行っております。 

八戸製錬㈱ 164百万円

（非連結子会社） 

天津東邦鉛資源再生有限公司 
214 〃 

（関連会社） 

群馬環境リサイクルセンター㈱ 
481 〃 

計 860 〃 

八戸製錬㈱    114百万円

（非連結子会社） 

天津東邦鉛資源再生有限公司 
198 〃 

（関連会社） 

群馬環境リサイクルセンター㈱ 
393 〃 

計 707 〃 

②債権流動化に伴う買戻し義務     950百万円 ②                 ───── 

５．貸出コミットメント契約 

 当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行２行と貸出コミットメント契約を締結して

おります。 

 貸出コミットメント契約の総額は5,600百万円で、

当連結会計年度末の実行残高はありません。 

５．貸出コミットメント契約 

 当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行２行と貸出コミットメント契約を締結して

おります。 

 貸出コミットメント契約の総額は5,600百万円で、

当連結会計年度末の実行残高はありません。 
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

※１．売上原価に含まれる工事損失引当金繰入額は、68百

万円であります。 

※１．売上原価に含まれる工事損失引当金繰入額は、14百

万円であります。 

      また、売上原価に含まれる収益性の低下に伴う簿価

切下げの金額は、1,716百万円であります。  

※２．販売費及び一般管理費の主要な費目 

販売費 

※２．販売費及び一般管理費の主要な費目 

販売費 

製品運賃諸掛 3,223百万円 製品運賃諸掛     2,999百万円

一般管理費 一般管理費 

従業員給与及び賞与 965 〃 

減価償却費 73 〃 

研究開発費 261 〃 

役員退職慰労引当金繰入額 26 〃 

役員賞与引当金繰入額 39 〃 

退職給付費用 82 〃 

貸倒引当金繰入額 94 〃 

従業員給与及び賞与 884 〃 

減価償却費 52 〃 

研究開発費 284 〃 

退職給付費用  63 〃 

※３．固定資産売却益の主なものは、機械装置の売却によ

るものであります。 

※３．固定資産売却益の主なものは、車輌運搬具の売却に

よるものであります。 

※４．固定資産除却損の主なものは、建物、機械装置の除

却及びその撤去費であります。 

※４．固定資産除却損の主なものは、建物、機械装置の除

却及びその撤去費であります。 

※５．一般管理費に含まれる研究開発費は、261百万円で

あります。 

※５．一般管理費に含まれる研究開発費は、284百万円で

あります。 

※６．減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上いたしました。 

※６．減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上いたしました。 

場所 用途 種類 その他

中華人民共
和国山東省 

遊休・ 
休止資産 

機械装置等 －

場所 用途 種類 その他

福島県
いわき市  

遊休・
休止資産 

機械装置等 －

 当社の資産グループは、事業用資産においては管理

会計上の区分ごとに、遊休・休止資産については個別

単位でグルーピングしております。 

 遊休・休止資産については、キャッシュ・イン・フ

ローの生成が見込めず、加えて売却の可能性が極めて

低く、帳簿価額全額を減損損失として、特別損失に計

上いたしました。 

 その内訳は、機械装置4百万円、その他0百万円であ

ります。 

 当社の資産グループは、事業用資産においては管理

会計上の区分ごとに、遊休・休止資産については個別

単位でグルーピングしております。 

 遊休・休止資産については、キャッシュ・イン・フ

ローの生成が見込めず、加えて売却の可能性が極めて

低く、帳簿価額全額を減損損失として、特別損失に計

上いたしました。 

 その内訳は、機械装置96百万円、構築物34百万円で

あります。 
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前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加4千株は、単元未満株式の買取りによる増加であり、減少0千株は、単元未

満株式の処分による減少であります。 

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式  135,855  －  －  135,855

合計  135,855  －  －  135,855

自己株式         

普通株式（注）  46  4  0  50

合計  46  4  0  50

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式  1,358  10.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成20年６月27日 

定時株主総会 
普通株式  1,358 利益剰余金  10.00 平成20年３月31日 平成20年６月30日
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当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加5千株は、単元未満株式の買取りによる増加であり、減少3千株は、単元未

満株式の処分による減少であります。 

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式  135,855  －  －  135,855

合計  135,855  －  －  135,855

自己株式         

普通株式（注）  50  5  3  53

合計  50  5  3  53

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日

平成20年６月27日 

定時株主総会 
普通株式  1,358  10.00 平成20年３月31日 平成20年６月30日

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成21年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  679 利益剰余金  5.00 平成21年３月31日 平成21年６月29日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 14,357百万円

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金 
△25 〃 

現金及び現金同等物 14,332 〃 

現金及び預金勘定 22,283百万円

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金 
△25 〃 

現金及び現金同等物    22,258 〃 
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（リース取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引 

ファイナンス・リース取引（借主側）  

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

リース資産の減価償却の方法   

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項  

② 未経過リース料期末残高相当額 

 なお、取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

によっております。 

  
機械装置 

及び運搬具 
  

その他 

（工具器具

備品） 

  合計 

取得価額相当

額（百万円） 
 137    151    289

減価償却累計

額相当額 

（百万円） 

 39    109    149

期末残高相当

額（百万円） 
 98    41    140

１年内 37百万円

１年超 103 〃 

合計 140 〃 

支払リース料 42百万円

減価償却費相当額 42 〃 

「４．会計処理基準に関する事項 (２)重要な減価償却資

産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっており、その内容は次のとおりであります。 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

 なお、取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

  
機械装置 

及び運搬具 
  

その他 

（工具器具

備品） 

  合計 

取得価額相当

額（百万円） 
 137    151    289

減価償却累計

額相当額 

（百万円） 

 61    125    186

期末残高相当

額（百万円） 
 76    26    103

１年内   31百万円

１年超 71 〃 

合計 103 〃 

  支払リース料   37百万円

減価償却費相当額 37 〃 

  ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

(減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。 
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前連結会計年度（平成20年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について366百万円の減損損失を行っておりま

す。なお、当該株式の減損にあたっては、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場

合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必

要と認められた額について減損処理を行っております。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

３．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

（有価証券関係）

  種類 
取得原価
（百万円） 

連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円）

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の 

(1)株式  1,784  4,192  2,408

(2)債券  －  －  －

(3)その他  －  －  －

小計  1,784  4,192  2,408

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの 

(1)株式  794  676  △118

(2)債券  4,963  4,460  △502

(3)その他  －  －  －

小計  5,757  5,136  △620

合計  7,542  9,329  1,787

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場外国債券  1,361

非上場株式  929

  
１年以内
（百万円） 

１年超５年以内
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超
（百万円） 

１．債券         

(1)国債・地方債等  －  －  －  －

(2)社債  －  5,822  －  －

(3)その他  －  －  －  －

２．その他  －  －  －  －

合計  －  5,822  －  －
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当連結会計年度（平成21年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式及び債券について4,530百万円の減損損失を行っ

ております。なお、当該株式の減損にあたっては、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下

落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考

慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

３．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

  種類 
取得原価
（百万円） 

連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円）

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の 

(1)株式  1,655  2,758  1,102

(2)債券  －  －  －

(3)その他  －  －  －

小計  1,655  2,758  1,102

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの 

(1)株式  657  592  △64

(2)債券  704  704  0

(3)その他  －  －  －

小計  1,361  1,297  △64

合計  3,017  4,055  1,038

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式  929

  
１年以内
（百万円） 

１年超５年以内
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超
（百万円） 

１．債券         

(1)国債・地方債等  －  －  －  －

(2)社債  －  704  －  －

(3)その他  －  －  －  －

２．その他  －  －  －  －

合計  －  704  －  －
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（退職給付関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び国内連結子会社（出向者）は、確定給付型の

制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設

けております。 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び国内連結子会社（出向者）は、確定給付型の

制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設

けております。 

２．退職給付債務に関する事項 ２．退職給付債務に関する事項 

①退職給付債務 △4,729百万円

②年金資産 1,510 〃 

③未積立退職給付債務（①＋②） △3,218 〃 

④未認識数理計算上の差異 214 〃 

⑤未認識過去勤務債務 △389 〃 

⑥連結貸借対照表計上額純額(③+④+⑤) △3,393 〃 

⑦退職給付引当金 △3,393 〃 

①退職給付債務 百万円△4,601

②年金資産     〃 1,384

③未積立退職給付債務（①＋②）  〃 △3,216

④未認識数理計算上の差異  〃 419

⑤未認識過去勤務債務  〃 △350

⑥連結貸借対照表計上額純額(③+④+⑤)  〃 △3,147

⑦退職給付引当金  〃 △3,147

３．退職給付費用に関する事項 ３．退職給付費用に関する事項 

①勤務費用 251百万円

②利息費用 103 〃 

③期待運用収益 △34 〃 

④数理計算上の差異の費用処理額 72 〃 

⑤退職給付費用（①＋②＋③＋④） 393 〃 

①勤務費用     百万円213

②利息費用  〃 89

③期待運用収益  〃 △30

④数理計算上の差異の費用処理額  〃 78

⑤過去勤務債務の費用処理額  〃 △38

⑥退職給付費用（①＋②＋③＋④＋⑤）  〃 312

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

①退職給付見込額の期間配分方法： 期間定額基準 

②割引率 2.0％ 

③期待運用収益率 2.0％ 

④数理計算上の差異の処理年数 10年 

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数による按分額を費用処理する方法。 

ただし、翌連結会計年度から費用処理する方法） 

⑤過去勤務債務の額の処理年数 10年 

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数による按分額を費用処理する方法。） 

①退職給付見込額の期間配分方法： 期間定額基準 

②割引率 2.0％ 

③期待運用収益率 2.0％ 

④数理計算上の差異の処理年数 10年 

同左 

  

  

⑤過去勤務債務の額の処理年数 10年 

同左 
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（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

（繰延税金資産）   

退職給付引当金 1,370百万円

賞与引当金 319 〃 

連結会社間内部利益消去 116 〃 

未払事業税 111 〃 

繰延ヘッジ損益 47 〃 

その他 220 〃 

繰延税金資産小計 2,186 〃 

評価性引当額 △67 〃 

繰延税金資産合計 2,118 〃 

（繰延税金負債）   

固定資産圧縮積立金  △29 〃 

その他有価証券評価差額金  △660 〃 

繰延税金負債合計  △690 〃 

繰延税金資産の純額  1,427 〃 

（繰延税金負債）   

再評価に係る繰延税金負債  5,785 〃 

（繰延税金資産）   

退職給付引当金   1,274百万円

賞与引当金 157 〃 

連結会社間内部利益消去 111 〃 

未払事業税 55 〃 

たな卸資産評価損 698 〃 

投資有価証券評価損 1,733 〃 

繰延ヘッジ損益 79 〃 

その他 966 〃 

繰延税金資産小計   5,077 〃 

評価性引当額 △514 〃 

繰延税金資産合計   4,562 〃 

（繰延税金負債）   

固定資産圧縮積立金 △27 〃 

その他有価証券評価差額金 △406 〃 

繰延税金負債合計 △434 〃 

繰延税金資産の純額  4,128  〃 

（繰延税金負債）   

再評価に係る繰延税金負債  5,780  〃 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるた

め、記載を省略しております。 

 当連結会計年度は、税金等調整前の損益が純損失のた

め記載を省略しております。 

 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目

  繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目

に含まれています。  

   流動資産－繰延税金資産 539百万円

   固定資産－繰延税金資産 887 〃 

 に含まれています。 

  

 流動資産－繰延税金資産    1,351百万円

 固定資産－繰延税金資産 2,777 〃 

東邦亜鉛㈱　（5707）　平成21年３月期決算短信

－ 35 －



前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 （注）１．製品の種類、性質、製造方法、販売方法等の類似性、損益集計区分及び関連資産に照らし事業区分を行って

います。 

２．各事業の主要な製品 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた親会社の管理部門にかかわる配賦不能営業費用の金額は 

 373百万円であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、33,035百万円であり、その主なものは、当社

での余資運用資金（現金及び有価証券）及び管理部門に係る資産であります。 

５．会計方針の変更 

  「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、法人税

法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の

法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。これによる減価償却費の増加額は軽微であります。

６．追加情報 

  「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、法人税

法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の

方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と

備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。この結果、従来の

方法に比べ、当連結会計年度の営業費用は製錬事業が351百万円、電子部材事業が24百万円、環境・リサイ

クル事業が46百万円、その他事業が14百万円、それぞれ増加し、営業利益が同額減少しております。 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

  
製錬事業 
（百万円） 

電子部材
事業 
（百万円）

環境・リサ
イクル事業
（百万円）

その他事
業 
（百万円）

計
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益               

(1)外部顧客に対する売上高  113,729  10,901  12,286  10,472  147,390  －  147,390

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 729  11  162  4,949  5,852 (5,852)  －

計  114,459  10,912  12,448  15,421  153,242 (5,852)  147,390

営業費用  102,001  9,786  10,136  13,606  135,530 (5,423)  130,107

営業利益  12,457  1,126  2,311  1,815  17,712 (428)  17,283

Ⅱ 資産、減価償却費、減損

損失及び資本的支出 
              

資産  66,343  11,658  7,608  5,394  91,004  33,646  124,650

減価償却費  1,853  354  356  10  2,574  86  2,660

減損損失  －  4  －  －  4  －  4

資本的支出  2,136  373  315  231  3,056  90  3,146

(1）製錬事業 ：亜鉛製品、鉛製品、電気銀、硫酸等 

(2）電子部材事業 ：電子部品、電解鉄、プレーティング、機器部品等 

(3）環境・リサイクル事業 ：酸化亜鉛、廃棄物処理再生等 

(4）その他事業 ：防音建材、土木・建築・プラントエンジニアリング、運輸、環境分析等 
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当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 （注）１．製品の種類、性質、製造方法、販売方法等の類似性、損益集計区分及び関連資産に照らし事業区分を行って

います。 

２．各事業の主要な製品 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた親会社の管理部門にかかわる配賦不能営業費用の金額は 

 128百万円であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、37,390百万円であり、その主なものは、当社

での余資運用資金（現金及び有価証券）及び管理部門に係る資産であります。 

５．会計方針の変更 

  (1) たな卸資産の評価方法  

  「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社は電子部材系たな卸資産以外の

たな卸資産（貯蔵品を除く）の評価方法については、従来、後入先出法による原価法を採用しておりました

が、当連結会計年度より、先入先出法による原価法に変更しております。この変更に伴い、従来の方法によ

った場合に比べて、当連結会計年度の営業利益は、製錬事業で1,939百万円減少し、環境・リサイクル事業

で24百万円増加しております。 

   (2) たな卸資産の評価基準 

  「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度より「棚卸資産の評

価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）を適用しております。この変更に伴い、

従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の営業利益は、製錬事業で1,438百万円、電子部材事業

で29百万円、環境・リサイクル事業で249百万円、それぞれ減少しております。  

６．追加情報 

  「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、法人税

法の改正を契機として見直しを行い、当連結会計年度より、機械装置及び公害防止設備の構築物の耐用年数

を変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の営業利益は、

製錬事業で282百万円、電子部材事業で50百万円、環境・リサイクル事業で57百万円、それぞれ減少してお

ります。 

  
製錬事業 
（百万円） 

電子部材
事業 
（百万円）

環境・リサ
イクル事業
（百万円）

その他事
業 
（百万円）

計
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益               

(1)外部顧客に対する売上高  67,131  7,795  6,952  10,806  92,685  －  92,685

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 430  11  98  4,359  4,900 (4,900)  －

計  67,562  7,807  7,050  15,165  97,585 (4,900)  92,685

営業費用  68,293  7,333  6,436  13,504  95,569 (4,778)  90,791

営業利益又は営業損失

（△） 
 △731  473  613  1,661  2,016 (122)  1,894

Ⅱ 資産、減価償却費、減損

損失及び資本的支出 
              

資産  47,831  11,014  6,047  4,898  69,791  38,033  107,824

減価償却費  2,071  391  409  154  3,026  77  3,104

減損損失  －  －  130  －  130  －  130

資本的支出  3,323  535  391  126  4,377  112  4,489

(1）製錬事業 ：亜鉛製品、鉛製品、電気銀、硫酸等 

(2）電子部材事業 ：電子部品、電解鉄、プレーティング、機器部品等 

(3）環境・リサイクル事業 ：酸化亜鉛、廃棄物処理再生等 

(4）その他事業 ：防音建材、土木・建築・プラントエンジニアリング、運輸、環境分析等 
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前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合が、いずれも

90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合が、いずれも

90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】
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 （注） １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 該当事項はありません。 

（開示の省略） 

  デリバティブ取引関係、関連当事者との取引に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性

が大きくないと考えられるため開示を省略しております。  

  

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 421円61銭

１株当たり当期純利益 73円26銭

１株当たり純資産額    357円87銭

１株当たり当期純損失 38円54銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

  
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

当期純利益又は当期純損失(△)（百万

円） 
 9,949  △5,233

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損

失(△)（百万円） 
 9,949  △5,233

期中平均株式数（千株）  135,806  135,802

（重要な後発事象）
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５．個別
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

鉱業用地 29 29

減価償却累計額 △12 △12

鉱業用地（純額） 16 16

土地 16,065 16,055

建設仮勘定 763 1,894

有形固定資産合計 33,102 34,228

無形固定資産   

のれん 0 0

特許権 0 0

鉱業権 36 36

ソフトウエア 35 54

施設利用権 6 7

その他 5 5

無形固定資産合計 83 103

投資その他の資産   

投資有価証券 5,533 4,148

関係会社株式 4,665 1,483

関係会社社債 5,822 704

出資金 373 330

関係会社出資金 392 392

従業員に対する長期貸付金 4 4

関係会社長期貸付金 1,361 1,361

破産更生債権等 692 694

長期前払費用 210 166

繰延税金資産 670 2,544

差入保証金 80 97

その他 177 147

貸倒引当金 △728 △730

投資その他の資産合計 19,254 11,344

固定資産合計 52,441 45,677

資産合計 119,572 104,759
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 1,320 768

買掛金 5,710 4,279

短期借入金 21,601 22,478

1年内返済予定の長期借入金 4,896 3,390

コマーシャル・ペーパー 3,000 2,000

未払金 561 849

未払費用 2,961 2,880

未払法人税等 657 114

前受金 1,971 1,877

前受収益 6 1

従業員預り金 22 25

役員賞与引当金 39 －

設備関係支払手形 526 283

デリバティブ債務 418 194

その他 17 12

流動負債合計 43,711 39,156

固定負債   

長期借入金 11,618 8,928

長期預り金 21 35

再評価に係る繰延税金負債 5,785 5,780

退職給付引当金 3,145 2,900

役員退職慰労引当金 166 73

金属鉱業等鉱害防止引当金 57 57

環境対策引当金 157 157

固定負債合計 20,952 17,933

負債合計 64,664 57,089
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 14,630 14,630

資本剰余金   

資本準備金 6,950 6,950

その他資本剰余金 2,927 2,926

資本剰余金合計 9,877 9,876

利益剰余金   

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 43 40

繰越利益剰余金 21,899 15,094

利益剰余金合計 21,942 15,134

自己株式 △21 △22

株主資本合計 46,429 39,619

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 968 591

繰延ヘッジ損益 △69 △115

土地再評価差額金 7,579 7,573

評価・換算差額等合計 8,478 8,049

純資産合計 54,907 47,669

負債純資産合計 119,572 104,759
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（２）損益計算書 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高   

製品売上高 126,143 78,532

商品売上高 12,112 5,218

売上高合計 138,256 83,751

売上原価   

製品期首たな卸高 5,353 6,344

当期製品製造原価 106,877 73,408

合計 112,230 79,752

製品他勘定振替高 1,060 △178

製品期末たな卸高 6,344 6,796

製品売上原価 104,826 73,135

商品期首たな卸高 338 379

当期商品仕入高 16,879 5,741

合計 17,217 6,121

商品他勘定振替高 4,893 783

商品期末たな卸高 379 333

商品売上原価 11,944 5,004

売上原価合計 116,771 78,139

売上総利益 21,485 5,612

販売費及び一般管理費   

運賃諸掛 3,223 2,999

役員報酬 182 149

給料及び手当 612 640

賞与 225 157

退職給付費用 68 52

役員賞与引当金繰入額 39 －

役員退職慰労引当金繰入額 26 －

減価償却費 64 44

地代家賃 144 147

研究開発費 261 284

その他 899 791

販売費及び一般管理費合計 5,747 5,267

営業利益 15,737 344

営業外収益   

受取利息 330 111

有価証券利息 350 269

受取配当金 503 1,937

その他 95 173

営業外収益合計 1,279 2,491

営業外費用   

支払利息 580 524

為替差損 118 －

ヘッジ取引損失 495 －

休止固定資産減価償却費 － 94

その他 301 162

営業外費用合計 1,495 780

経常利益 15,521 2,054
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（３）株主資本等変動計算書 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 14,630 14,630

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 14,630 14,630

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 6,950 6,950

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 6,950 6,950

その他資本剰余金   

前期末残高 2,927 2,927

当期変動額   

自己株式の処分 0 △0

当期変動額合計 0 △0

当期末残高 2,927 2,926

資本剰余金合計   

前期末残高 9,877 9,877

当期変動額   

自己株式の処分 0 △0

当期変動額合計 0 △0

当期末残高 9,877 9,876

利益剰余金   

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金   

前期末残高 48 43

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の取崩 △4 △3

当期変動額合計 △4 △3

当期末残高 43 40

繰越利益剰余金   

前期末残高 14,428 21,899

当期変動額   

剰余金の配当 △1,358 △1,358

固定資産圧縮積立金の取崩 4 3

当期純利益又は当期純損失（△） 8,824 △5,456

土地再評価差額金の取崩 － 5

当期変動額合計 7,471 △6,805

当期末残高 21,899 15,094
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

利益剰余金合計   

前期末残高 14,476 21,942

当期変動額   

剰余金の配当 △1,358 △1,358

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

当期純利益又は当期純損失（△） 8,824 △5,456

土地再評価差額金の取崩 － 5

当期変動額合計 7,466 △6,808

当期末残高 21,942 15,134

自己株式   

前期末残高 △18 △21

当期変動額   

自己株式の取得 △4 △1

自己株式の処分 0 1

当期変動額合計 △3 △0

当期末残高 △21 △22

株主資本合計   

前期末残高 38,966 46,429

当期変動額   

剰余金の配当 △1,358 △1,358

当期純利益又は当期純損失（△） 8,824 △5,456

自己株式の取得 △4 △1

自己株式の処分 0 0

土地再評価差額金の取崩 － 5

当期変動額合計 7,462 △6,809

当期末残高 46,429 39,619
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 2,742 968

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,774 △376

当期変動額合計 △1,774 △376

当期末残高 968 591

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △2,710 △69

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,641 △46

当期変動額合計 2,641 △46

当期末残高 △69 △115

土地再評価差額金   

前期末残高 7,579 7,579

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － △5

当期変動額合計 － △5

当期末残高 7,579 7,573

評価・換算差額等合計   

前期末残高 7,611 8,478

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 867 △429

当期変動額合計 867 △429

当期末残高 8,478 8,049

純資産合計   

前期末残高 46,577 54,907

当期変動額   

剰余金の配当 △1,358 △1,358

当期純利益又は当期純損失（△） 8,824 △5,456

自己株式の取得 △4 △1

自己株式の処分 0 0

土地再評価差額金の取崩 － 5

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 867 △429

当期変動額合計 8,330 △7,238

当期末残高 54,907 47,669
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

　　該当事項はありません。

６．その他

前連結会計年度 当連結会計年度

品　　名 (H19.4.1～20.3.31)

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 増減率

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

亜鉛製品 53,545 36.3 24,136 26.0 △29,408 △54.9 

鉛 製 品 32,406 22.0 16,942 18.3 △15,464 △47.7 

電 気 銀 18,251 12.4 14,685 15.8 △3,565 △19.5 

酸化亜鉛 4,943 3.4 2,890 3.1 △2,053 △41.5 

硫    酸 1,478 1.0 1,580 1.7 101 6.8 

電子部品 5,397 3.7 3,446 3.7 △1,950 △36.1 

電子材料等 5,528 3.8 4,380 4.7 △1,147 △20.7 

防音建材 2,555 1.7 2,005 2.2 △549 △21.5 

廃棄物処理 3,299 2.2 2,270 2.4 △1,029 △31.2 

完成工事高 2,910 2.0 4,246 4.6 1,336 45.9 

そ の 他 17,073 11.6 16,101 17.4 △972 △5.7 

合 計 147,390 100.0 92,685 100.0 △54,704 △37.1 

連結売上高比較

(H20.4.1～21.3.31)
対前期比増減
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平成21年６月26日付 （予定）

１．監査役

　　①新任

深澤　久仁汎 常勤監査役 (社外監査役) （現　ＪＳＲ㈱ 常勤監査役)

　　②退任

菊池　文男 （現　常勤監査役 (社外監査役))

２．執行役員

　　①新任

秋山　武郎 執行役員 亜鉛・鉛事業本部安中製錬所副所長兼製錬部長

(現　亜鉛・鉛事業本部安中製錬所副所長兼製錬部長)

　　②退任

海保　芳和 (現　常務執行役員 環境・リサイクル事業部長兼資材統括部長)

３．執行役員の委嘱業務の変更

沼崎　孝則 執行役員 環境・リサイクル事業部長兼小名浜製錬所長

(現　執行役員 小名浜製錬所長)

服部　富士雄 執行役員 亜鉛・鉛事業本部長兼資材統括部長

(現　執行役員 亜鉛・鉛事業本部長)

４．顧問の委嘱

海保　芳和

以     上

役員の異動

東邦亜鉛㈱　（5707）　平成21年３月期決算短信

－ 50 －


	平成21年3月期　決算短信（サマリー）.pdf
	●本文09.05.12
	1.前文.pdf
	1.pdf
	2
	3
	4
	5
	6
	7
	8

	2.連結
	3.会計方針
	4.注記
	5.個別
	6.その他
	7役員異動・開示




